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はじめに 

 2008 年 5 月に誕生したメドベージェフ政権は、気候変動問題への意欲的な取り組み、積

極的な省エネルギー対策の策定、環境行政機構の再編と改称、NGOに対する統制緩和など、

プーチン前政権と比べて「環境に優しい」姿勢を前面に押し出してきた1。なかでも、地球

温暖化はロシア経済が直面する五大リスクのひとつに数えられ、その最大の対応策とされ

たエネルギー効率性の向上は、メドベージェフ大統領自身が言明したロシア経済近代化の

五本柱のひとつであった2。 

しかし、その結果はどうだろうか。米国のイェール大学とコロンビア大学の研究所が共

同で毎年発表する環境成果指標（Environmental Performance Index: EPI）の 2012 年版による

と、ロシアのEPIは 132 カ国中の 106 位と底辺に位置し、しかもEPIの動向では最下位に甘

んじた。すなわち、環境面での改善が最も見られない国という評価であった3。その結果を

報じたファイナンシャル・タイムズ紙に対し、EPIの作成に従事した研究者の一人は、「こ

の〔結果〕が映し出しているのは、良好なガバナンスを欠くことで重大な問題に苦しんで

いるように見える社会である。これは、不透明性が一定の水準に達し、〔開発に対する〕制

約のない経済システムを持つと生じる事態である」との辛辣なコメントを寄せている4。米

国流の定量的な評価手法が一面的すぎるきらいはあるが、文面に書かれた政策の内容と実

際の運営の間に見られる大きな落差は、長年にわたりロシアが抱えてきたガバナンス面の

根深い問題である。実際、本論で後述するように、メドベージェフ大統領が政府に要求し

た気候変動対策の法制化は見送られ、鳴り物入りで登場した改正省エネルギー法で定めら

れた施策も産業界に受け入れられたとは言い難い。 

経済成長と環境保護の両立の実現は、今世紀の主要国に課された最重要の問題である。

その動きは前世紀の終盤から本格化し、持続的発展、エコロジー近代化、グリーン資本主

義、低炭素社会など、さまざまなキーワードが登場した。このような目標の遂行に向けた

万国共通の取り組みのひとつが気候変動対策であろう。世界第 3 位5の温室効果ガス排出国

のロシアにとって、避けて通れる性格の問題ではない。さらに、同国のエネルギー効率性

の低さは万人周知の事実で、省エネ化の推進は喫緊の国内課題である。それゆえ、メドベー

ジェフ政権が掲げたロシア経済近代化の成果と課題を環境面から検討する上で、気候変動

と省エネルギーは最適の問題領域と言える。以下、順に考察したい。 
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１．気候変動問題 

一般にプーチン前政権は気候変動問題に消極的で、京都議定書とそこで定められた温室

効果ガス（以下、GHGと略す）排出量の市場取引（いわゆる京都メカニズム）への関心は

低かったと言われる。しかし、今日までの事実経過を虚心坦懐に眺めると、京都議定書が

これまで生命力を維持できたのは、他ならぬ「プーチンのロシア」のおかげである。第一

に、米国の離脱で危ぶまれた議定書の発効（2005 年 2 月）を可能ならしめたのは、2004

年 10 月に実現したロシアの議定書批准である。第二に、京都議定書で定められた第一約束

期間（2008～2012 年）のGHG削減目標は、先進国全体で 1990 年実績比－5％だが、ロシア

一国の削減分だけでゆうに達成される見込みである。年平均で約 7％の経済成長率を記録

した好況期にも、図 1 に示されるようにGHGの排出量は微増にとどまった。第三に、EU-ETS

（2005 年 1 月開始のEU域内排出量取引制度）に代表される国際炭素市場にとって、ロシ

アが大量に保有するAAU（初期割当量）6は、その市場放出によって取引価格の値崩れを

起こしかねない潜在的な脅威であったが7、現時点では杞憂に終わる可能性が濃厚である。 

 

図 1 ロシアの GHG および CO2 排出量の推移（1990～2009 年） 
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（注）1990 年を 100 とした指数で表示している。いずれも、土地利用、土地利用変化および林業分野の

排出量（もしくは吸収量）を除く。 

   

ーチン氏個人は温暖化懐疑論者の 1 人と見て間違いないであろう。しかし、国内のエ

ネ

（資料）UNFCCC http://unfccc.int/ghg_data/ghg_data_unfccc/time_series_annex_i/items/3814. 
 php (accessed 2 March 2012) 

 

プ

ルギー産業界（特にガスプロムと当時の統一エネルギー・システム）や一部の政府機関

（当時の産業・エネルギー省、経済発展・通商省、地方政府など）が、老朽化したエネル
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ギー関連設備の更新と省エネルギー投資に繋がる機会として京都議定書の批准を積極的に

進言していたことを受けて、ロシアの国益にかなうと判断した大統領がトップダウンの意

思決定を下したと見られている8。議定書の発効を見越した国内向けの行動計画の策定（旧

経済発展・通商省）、ロシアにおける温暖化の悪影響とリスクを明記した報告書の作成（水

文気象・環境モニタリング局）、JI（共同実施）に関わる国内申請制度の整備（旧経済発展・

通商省や外務省）など、京都メカニズムの活用に必要な地ならしの作業もプーチン前政権

下で行われた。それゆえ、気候変動問題に対する前大統領の個人的見解と、同問題に対す

る国家としてのロシアのアプローチを取り違えてはならないだろう。 

他方で、後述するメドベージェフ政権による積極的な取り組み姿勢をプーチン前政権の

消

書離脱、削減目標

極性と過度に対比して捉える見方も危険で9、事の成り行きを見誤るおそれがある。実際、

2009 年末のコペンハーゲンCOP15 前後には気候変動対策の中期目標の設定をめぐり足並

みを揃えていたロシアとEUの蜜月関係は終わり、2011 年末のダーバンCOP17 においてロ

シアは京都議定書延長体制への参加拒否を正式に表明した。欧州に乗り入れる世界の主要

航空会社に対して、EUが 2012 年初から義務づけたEU-ETSへの参加と当初負担（長距離路

線で乗客 1 人あたり 2 ユーロ程度と想定）に対しても、ロシアは中国や米国とともに強硬

に反対し、制裁的な対抗措置の可能性をちらつかせている10。それゆえ、気候変動問題に

対するロシアのアプローチを検討する際に問われるべきは、どのような内外情勢の中で変

化が生じてきたかである。換言すれば、ロシアの気候変動対策は政策の独立変数ではなく、

国内外の政治・経済・社会の動向に左右されやすいという意味で従属変数に近く、低炭素

社会への移行を前提にした国々のケースとは性格を異にする。 

 京都議定書の国内運用に必要な手続きを進めたとはいえ、米国の議定

の設定に対する途上国側の抵抗、地球温暖化懐疑論の台頭、経済成長の足かせとなる削減

ルールへの牽制、原油高の進行を背景とした構造改革のインセンティブの減退などが、気

候変動問題に対するプーチン前政権の優先度の低さをもたらしていた。翻って、原油価格

の反転と景気後退で再認識された構造改革の必要性、政権交代後の米国と日本の路線転換、

主要途上国（特に中国とインド）による削減目標の発表など、メドベージェフ政権誕生後

の国内外の情勢は否が応でも気候変動問題の優先度を高めた。こうした事情に加えて、2008

年秋以降の世界金融・経済危機の影響で 2009 年のGDP成長率が対前年比－7.8%にまで落

ち込み、CO2 排出量が大幅に減退見込みであったことが11、同年末のCOP15 に向けてメド

ベージェフ大統領が 2020 年までの中期削減目標を引き上げ、気候変動問題に対する積極的

な取り組みを内外にアピールする下地となった12。そして、2010 年夏にロシアの欧州部で

大火の原因となり、一部の地域では非常事態宣言も発令された熱波騒動は、国内外の専門
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機関（前掲の水文気象・環境モニタリング局、世界銀行、世界自然保護基金など）が気候

変動の否定的影響として熱波の頻度の増加を指摘していたこともあって13、気候変動問題

と結びつけて論じる風潮が国内で高まった。メドベージェフ大統領は気候変動問題に対す

る取り組みの強化の必要性を繰り返し訴え、温暖化懐疑論の支持者と見られるプーチン首

相でさえ、今回の熱波の猛威によってロシアは気候変動の悪影響を理解したと述べている14。 

しかし、その後のロシアの対応を見ると、尻すぼみという感は否めない。対外的には、

先述したように、GHGの最大排出国の中国と米国に削減義務が課されない京都議定書延長

体制を拒絶し、気候変動対策の国際的な枠組みから離脱した。この点は同じ立場をCOP17

で表明した日本およびカナダと変わりないが、注目されるのはロシア国内での報道ぶりで

ある。COP17 閉会後の翌週（2011 年 12 月 12～16 日）の主要紙（ロシア新聞、イズベスチ

ア、独立新聞、ベドモスチ、コメルサント）をチェックしたところ、日本とカナダの動向

は報じても、自国の議定書離脱を伝えた記事は見当たらなかった。12 月初旬に行われた下

院選の結果を受けた余波が大きく、時期が悪かったことは否めないが、メドベージェフ大

統領を含む主要国の首脳級がコペンハーゲンに集結したことで盛り上がりを見せたCOP15

前後の時とは雲泥の差である。国内に目を向けても、気候変動対策の推進に向けた動きは

鈍い。特に、COP15 の最中に世界に向けて発信された「ロシア連邦の気候基本原則（ドク

トリン）」（2009 年 4 月：閣議提出、同年 12 月：大統領承認）の実行に向けた法制化の作

業をメドベージェフ大統領は安全保障会議（2010 年 3 月）の場で政府に要求し15、その後

も気候変動対策の重要性を発信し続けたが、その努力は実らなかった。気候変動対策の扱

いは今後のロシアの「本気度」を占うカギと見られていたが、同上の気候基本原則の実現

計画こそ 2011 年 4 月に政府承認されたものの（図 2 を参照）、通常の連邦予算の枠内で財

源を調達する程度の重みしか持たされなかった。文面を見ても同一の文章が繰り返される

総花的な表現で、各施策の責任官庁と実施期限が明記されただけで、具体的な施策の中身

を詰めるのはこれからといった模様である。 
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図 2 「ロシア連邦の気候基本原則（ドクトリン）」の実現計画（政府指令） 

 

 
（資料）Комплексный план реализации Климатической доктрины Российской Федерации на период до 

2020 года (утвержден распоряжением Правительсвта РФ от 25 апреля 2011 г. № 730-р) 

 

かねてから政府首脳が期待を寄せていたJIの進捗状況も思わしくない。国連気候変動枠

組条約（UNFCCC）のホームページに掲げられた 100 件以上のプロジェクト候補の中で、

UNFCCCの最終承認にまで至ったケースは 2 件に過ぎず16、メドベージェフ大統領が大統

領府内のロシア経済近代化・技術発展委員会の席上で、JIのオペレーターを務めるズベル

バンクのグレフ総裁（旧経済発展・通商省大臣）に遅れの原因を質す場面も見られた17。

単にGHGを削減するだけでなく、JIの枠組みを用いなければプロジェクトが成立しないと

いう、UNFCCCが求める「追加性」の条件を満たすケースが限られていることに加え、2007

年 5 月に決定したJIの国内申請制度をわずか 1 年半後の 2009 年 10 月に大きく変更し（2011

年 9 月に再改正）、特にズベルバンクをロシア政府の窓口としてスキームに介在させたこと

が影響したと見る向きもある18。また、入札方式によるJIの国内審査過程も不透明で、そ

もそも入札に参加していないプロジェクトが承認されるなど、手続き面での適正さを欠く

事例が見られた19。現時点で計 35 件のJIプロジェクトが国内承認されたが、第一約束期間

を対象としたJIは 2013 年 2 月までにUNFCCCの承認を得る必要があり、残された時間を考

慮すると、この中からいくつのJIが正式に誕生するかで、京都議定書に対するロシアの「環

境政策能力」（capacity for environmental policy and management）20が測られるであろう。 
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２．省エネルギー問題 

 メドベージェフ政権が唱えたロシア経済近代化の柱のひとつはエネルギー効率性の向上

である。2009 年 11 月に公布した連邦法「省エネルギー、エネルギー効率性の向上、ロシ

ア連邦の各種法令の変更について」は、電化製品の省エネルギー性能表示の義務づけ（2011

年 1 月 1 日から実施）、白熱電球の生産・販売の禁止（ワット数に応じて 2011 年 1 月 1 日

から段階的に実施）21、建築物ごとのエネルギー効率基準の設定、エネルギー使用量の計

測機器設置の義務づけ（遅くとも 2010 年 7 月 1 日から段階的に実施）、エネルギー使用量

の多い事業者に対する省エネルギー計画の策定とエネルギー使用明細書の発行の義務づけ、

エネルギー資源売買契約における省エネルギー効果の明記、政府機関の省エネルギー対策

の推進（2010 年 1 月 1 日から 5 年間の予定で実施）、エネルギー効率性に配慮したエネル

ギー価格規制の実施、政府発注における省エネルギー製品の優先的購入、エネルギー効率

性の向上を目的とした国家支援（税率変更や利子補給など）22などを進めると定めている23。 

 経済発展省がCOP15 で発表した資料によると、今後のGHGの排出抑制のカギを握る分野

は省エネルギーで、同省が一部で依拠したMcKinsey & Companyの報告書は、省エネルギー

対策が最も経済的に有利なGHGの削減策とした上で、特別な対策を取らない場合に比べて

2030 年時点で 19%減のGHG排出量を見込めると推計している（その他に、エネルギー消費

量は 23%減、エネルギー消費支出は 20%以上減、化石燃料の国内消費量は 20%以上減とさ

れる）24。また、前述の「ロシア連邦の気候基本原則（ドクトリン）」に大統領が署名した

ことを伝えた大統領補佐官も、同文書は何よりもロシア経済のエネルギー効率性の向上を

狙ったものであると発言している25。以上の事態の推移を鑑みると、ロシアにおけるGHG

の排出削減策は省エネルギー対策を軸として進められると同時に、エネルギー効率性の改

善を通じたロシア経済の体質強化を目指していると考えられる。省エネルギー政策の推進

で経済活動に伴う環境負荷を減じると同時に、国内産業の競争力強化と経済構造の多様化

を図ろうとする方針は、他の主要国と大同小異であろう26。 

 別稿27で論じたように、1995～2005 年におけるエネルギー総消費量の減少に最も寄与し

た要因はエネルギー集約度の低下で、経済成長に起因する消費量の増大効果を少なからず

相殺した28。その一方で、もっぱらエネルギー集約度の低下による経済成長と環境負荷の

デカップリングは、「クリーン産業」の勃興と結びついた産業構造転換が進行する第 3 次産

業革命29に突入した先進国とは様相を異にする。この点を踏まえると、現在のロシアで省

エネルギー対策を推進することは理にかなっており、大きな政策効果が期待できる。特

に、エネルギー資源の供給部門（採掘・加工・輸送）と発電所や熱供給といったエネルギー

転換部門における省エネルギーの余地は大きく30、資金力と技術力に長けた外資の参入も
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比較的容易であろう。ここは先述したJIの主力分野でもあり、内外のエネルギー企業の主

導で大規模な省エネルギー対策が実際に進行中である（注 16 を参照）。他方、製造業以上

に省エネルギーの余地が大きいと試算されている一般住宅部門の場合は、使用量の計測

メーターの設置から始める必要があり、その費用負担や光熱費の課金の問題とも絡むため、

前途多難な将来が予想される。 

省エネルギーに関する法律は今回が初めてではなく、1996 年に連邦法「省エネルギーに

ついて」が公布され、2003 年に修正されている。今度の改正省エネルギー法の特徴は省エ

ネルギー対策の具体化にあり、同法を作成したエネルギー省の関係者は最大の長所として

施策の迅速な実現性を挙げ、住宅関連の省エネルギー対策にかかる支出は半年間から 3 年

間で償還可能としている31。ロシアのエネルギー消費量を部門別でみると、一般住宅をは

じめとする民生部門は全体の 3 割を占め、産業部門に匹敵することから32、省エネルギー

対策では避けて通れない分野である。実際、2009 年 11 月にロシア政府が承認した「2030

年までのロシアのエネルギー戦略」（エネルギー省作成）は、一般住宅の省エネルギーの潜

在力が最も大きいとしており、それを裏付ける研究成果も公表されている33。したがって、

改正省エネルギー法はロシア社会全体でのエネルギー消費の抑制とGHGをはじめとする

環境負荷の低減、並びにエネルギー効率性の向上を通じた国内産業の競争力強化を目指し

ている。 

こうした取り組みはプーチン前政権下でも行われており34、その実現可能性が取り沙汰

されているところも変わらない。特に、事業者による省エネルギー対策の推進に対する誘

因の付与が十分に練られていないことが問題視されている35。そのため、現時点で産業界

の側で省エネ化に呼応する動きが本格化しているとは言えず、その成否の見通しは不透明

である36。ロシアにおいて政府調達の受注や政府系企業との取引の実績がある日系企業数

社に対して、2012 年 2 月にモスクワで筆者が行ったヒアリング調査では、本来であれば省

エネ化を主導すべき政府が関わる事業でも特段の変化は見られないという回答であった。

省エネ化がロシア経済に利益をもたらすことは衆目の一致するところである。将来の不確

実性や費用対効果のバランスに対する懸念が払拭されていない気候変動対策とは異なり、

省エネルギー対策は他の政策に影響を与える独立変数となってもよさそうである。換言す

れば、あらゆる政策において環境への配慮を十分に行うというEUの「環境統合」

（environmental integration）37のロシア版である。しかしながら、実効性のある誘因システ

ムを内蔵した体系的な環境政策が構築できない問題はソ連時代から続く宿痾であり、一朝

一夕には解決できないであろう。 
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結びにかえて――メドベージェフ政権下で何が変わったのか 

 それでは、4 年間のメドベージェフ政権下で何が変わったのだろうか。結論を先取りす

れば、それは気候変動問題と省エネルギー問題をめぐる言説の国際標準化と、それに基づ

く政策対応の必要性の政治的認知である。 

 環境科学の研究成果として得られた知見は、国の置かれた状況によって解釈が異なり、

結果的に別の政策的対応をもたらすことがある。科学的知識の政治的受容の過程に焦点を

当てた研究手法は、欧州の酸性雨問題で異なる立場を示したイギリスとオランダの比較研

究に従事したM. Hajer（アムステルダム大学）を嚆矢とする38。同様の手法でロシアにおけ

る気候変動問題の政治的受容と対応の変化を検証したE. Rowe（ノルウェー国際問題研究

所）によると、地球温暖化懐疑論は依然として根強いが、京都議定書の批准を契機として

気候変動問題をめぐる議論が変化し、純粋な科学的論争の枠を超えて国益を考慮した政治

的・経済的影響が重視され始めた。それはプーチン前政権の末頃に顕著となり、エネルギー

安全保障の問題とも絡み合いながら、メドベージェフ政権が打ち出したロシア経済近代化

としてのエネルギー効率性の向上政策に繋がったという39。とはいえ、ロシアの気候変動

問題の専門家で気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の委員を務めるA. Korppoo（フィ

ンランド国際問題研究所）によると、同問題をめぐる多国間交渉の現場では、2008 年秋の

時点でもロシア政府の姿勢は終始消極的で、経済成長を優先したい思惑が強かった40。事

態が大きく動き始めたのは、2009 年 4 月に前述の「ロシア連邦の気候基本原則（ドクトリ

ン）」の草案が閣議に提出されてからである。メドベージェフ大統領を筆頭に、政府要人の

口から気候変動問題に対する人為的影響の大きさを強調する発言が相次いだ。特に、メド

ベージェフ大統領は繰り返し気候変動問題の重要性と緊急性を説いており、発言だけを聞

けば西欧諸国の首脳と変わりない41。こうした言説の変化の直接的契機としては、本論で

指摘したように、2009 年におけるGHG排出量の減少と 2010 年夏の熱波の影響が挙げられ

る。 

 プーチン前政権下での気候変動問題をめぐる言説は、温暖化懐疑論もしくは擁護論、

GHGの排出増に由来しない温暖化説の強弁、経済成長優先の公言などに満ち溢れていた。

プーチン前大統領のシニカルな温暖化懐疑論に加え、同大統領の経済顧問を務めたイラリ

オノフ氏が展開した攻撃的な京都議定書批判は物議を醸した。同議定書の批准を通じて気

候変動問題をめぐる言説の枠組みの変化を準備したとはいえ、温暖化交渉の現場でのロシ

アの評価は決して芳しくなく、端的に言えば「ごね得」に終始した42。それに引きかえ、

メドベージェフ大統領の発言は主要国の首脳として至極まっとうで、気候変動問題にしば

しば言及するドボルコビッチ大統領補佐官（経済担当）の対応は極めて実務的である。気
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候変動問題の大統領顧問の職を設け、地球温暖化のリスクを科学者として認めているベド

リツキー水文気象・環境モニタリング局長（当時）を据えたことも注目される。メドベー

ジェフ政権下での一連の動きは、国際社会における環境面でのロシアのイメージを改善し

ただけでなく43、国際標準に近づいた気候変動問題をめぐる言説は、同国が以前の温暖化

交渉のスタイルに後戻りするのを防ぐことになるかもしれない。プーチン首相が大統領に

返り咲いたとしても、新政権がかつてのような「問題児」発言や行動をする可能性は低く

なったと考えられる。 

 さらに、誰もが受け入れられる省エネルギー対策を気候変動対策と結びつけたことで、

後者に対する心理的なハードルは少なからず下げられた。ロシア経済近代化の柱のひとつ

に省エネルギーの推進を据えたことで、国内経済の競争力向上と気候変動対策が明示的に

結び付けられ、かつてのような経済成長か環境保護かという二者択一的な把握は難しく

なった。その法制化が見送られたことを踏まえると、気候変動対策の優先度は高くないと

判断すべきだが、少なくとも真っ向からの反対論を展開することはもはやできないであろ

う。政策の実効性の点では、環境面から見たロシア経済近代化はさしたる成果を上げられ

ず、今後の課題として積み残されたが、他の主要国に定着したか、定着しつつあるという

意味で国際的に標準化された言説をロシアが受容し、国際社会に同調する素地を作り出し

たことはメドベージェフ政権の成果として正当に評価されよう。 
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